
就労移行等実態調査について（調査事業所記載要領） 
 

・調査基準日については、調査票に定めのない場合、平成２１年１０月１日としております。 

・都道府県から配布された「就労移行等実態調査票」を作成のうえ、都道府県の指定期日までにご提

出ください。 

・「就労移行等実態調査票」は調査票①と調査票②の２種類あります。貴事業所において実施されてい

る事業種別により、該当する調査票にご回答をお願いします。 

  【調査票①の対象事業所・施設】 

   ・就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型  

  ・身体障害者授産施設（入所）・身体障害者授産施設（通所）・身体障害者小規模通所授産施設・

身体障害者福祉工場  

  ・知的障害者授産施設（入所）・知的障害者授産施設（通所）・知的障害者小規模通所授産施設・

知的障害者福祉工場  

  ・精神障害者授産施設（入所）・精神障害者授産施設（通所）・精神障害者小規模通所授産施設・

精神障害者福祉工場  

【調査票②の対象事業所・施設】 

・生活介護・自立訓練（機能訓練）・自立訓練（生活訓練）  

  ・身体障害者更生施設・身体障害者療護施設  

  ・知的障害者更生施設（入所）・知的障害者更生施設（通所）  

  ・精神障害者生活訓練施設 

・多機能型事業所については、それぞれの事業毎に調査票を作成してください。 

 ・主たる事業所と従たる事業所がある場合は、主たる事業所へ集約し、調査票を作成してください。 

 ・新体系の事業所について、過去の時点に関する設問に関し、その時点は旧体系の施設である場合、

旧体系の実績を含めご回答ください。 

 ・調査票の最後にチェックシートがありますので、「×」がある場合は、「○」になるよう記載内容を

修正してください。 

  

【調査票①の留意事項】 

○問１について 

 ・経営主体は法人格から記入してください。 

○問２について 

 ・複数の事業を実施している場合は、２（多機能実施）を記入のうえ、事業毎に調査票を個別に作

成してください。 

○問４（１）・（２）について 

・現員数欄については、それぞれの時点における施設利用者の実人数を記入してください。 

  ・障害基礎年金受給者については、（１）の平成２１年１０月１日時点の現員数以下となっているか

確認してください。 

○問５について 

・調査期間内に同一人物が複数回退所した場合、それぞれ集計し記入してください。 

○共通 問５（１）・（３）、問６（３）について 

・問５の該当期間内の｢１ 就職｣欄の人数以下になっているか確認してください。 

○共通 問６（１）・（２）、問１０（５）について 

・延人数欄については、以下の（例）のとおり記入してください。 

  （例）   正 ４月…15 日利用、５月…10 日利用 25（人／日）…日単位 

        誤 ４月…15 日利用、５月…10 日利用  2（人／月）…月単位 

        誤 ４月…15 日利用、５月…10 日利用  1（人／人）…実人数単位 



・延人数欄と実人数欄については、延人数が実人数以上となっているか確認してください。 

○問７について 

 ・工賃（賃金）の範囲は、工賃、賃金、給与、手当、賞与その他名称を問わず、事業者が利用者に

支払う全てのものを対象とし、月の途中からの利用開始者及び利用終了者については、算定から

除外してください（先般ご提出いただきました平成２０年度工賃（賃金）実績報告と同様の算定

方法となります）。 

○問８について 

・売上額欄については、売上額のうち企業等からの売上額と官公需額を合算した額以上となってい

るか確認してください。 

○共通 問１０、問１２、問１３について 

・暫定支給決定とは、訓練等給付を希望する場合、２か月以内の範囲で市町村が個別のケースに応

じて設定し、当該事業が適したものかどうかをあらかじめ評価するための期間に係る支給決定で

す。 

・本調査対象の中での暫定支給決定の対象サービス 

  就労移行支援、就労継続支援Ａ型 

 ○問１１について 

 ・「就労移行支援のためのチェックリスト」とは独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構で作成され

た就労移行支援事業者等が支援対象者の状態把握等に使用するための資料です。 

○問１２（１）・（２）について 

 ・（１）の「暫定支給後、本支給決定に至った人数」と（２）の「暫定支給決定者のうち本支給決定

者数」の計が一致しているか確認してください。 

・（１）の「暫定支給決定者数（Ａ＋Ｃ）」と（２）の「暫定支給決定者数」の計が一致しているか

確認してください。 

 

【調査票②の留意事項】 

○問１について 

 ・経営主体は法人格から記入してください。 

○問２について 

 ・複数の事業を実施している場合は、２（多機能実施）を記入のうえ、事業毎に調査票を個別に作

成してください。 

○問４（１）について 

・現員数欄については、それぞれの時点における施設利用者の実人数を記入してください。 

○問５について 

・調査期間内に同一人物が複数回退所した場合、それぞれ集計し記入してください。 

○問５（２）について 

・問５の該当期間内の｢１ 就職｣欄の人数以下になっているか確認してください。 

○問６について 

・売上額欄については、売上額のうち企業等からの売上額と官公需額を合算した額以上となってい

るか確認してください。 

 

 


